
附 属 明 細 書
１．固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 15¶373¶125¶004 804¶965¶516 53¶559¶342 16¶124¶531¶178 6¶272¶668¶355 738¶260¶524 382¶200 ` ` 9¶851¶480¶623 ※

構 築 物 1¶109¶936¶926 1¶749¶426 4¶833¶100 1¶106¶853¶252 835¶167¶220 24¶600¶118 ` ` ` 271¶686¶032

機 械 装 置 1¶143¶801¶893 62¶527¶500 ` 1¶206¶329¶393 956¶460¶431 225¶518¶990 ` ` ` 249¶868¶962

工具器具備品 493¶780¶744 10¶447¶500 4¶797¶186 499¶431¶058 340¶373¶686 69¶295¶865 ` ` ` 159¶057¶372

船 舶 703¶000 ` ` 703¶000 702¶998 ` ` ` ` 2

計 18¶121¶347¶567 879¶689¶942 63¶189¶628 18¶937¶847¶881 8¶405¶372¶690 1¶057¶675¶497 382¶200 ` ` 10¶532¶092¶991

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産外）

建 物 2¶201¶259¶150 297¶909¶125 7¶371¶390 2¶491¶796¶885 547¶399¶022 132¶012¶045 ` ` ` 1¶944¶397¶863

構 築 物 460¶153¶165 39¶340¶184 ` 499¶493¶349 170¶077¶030 31¶015¶766 ` ` ` 329¶416¶319

機 械 装 置 4¶637¶465¶150 837¶279¶385 52¶331¶031 5¶422¶413¶504 4¶260¶080¶013 672¶031¶661 ` ` ` 1¶162¶333¶491

工具器具備品 3¶616¶085¶289 263¶186¶248 54¶716¶757 3¶824¶554¶780 2¶640¶622¶074 486¶964¶903 ` ` ` 1¶183¶932¶706

図 書 1¶715¶263¶348 35¶874¶548 1¶658¶833 1¶749¶479¶063 ` ` ` ` ` 1¶749¶479¶063

車 両 運 搬 具 62¶895¶669 8¶669¶001 929¶250 70¶635¶420 57¶946¶223 9¶039¶142 ` ` ` 12¶689¶197

計 12¶693¶121¶771 1¶482¶258¶491 117¶007¶261 14¶058¶373¶001 7¶676¶124¶362 1¶331¶063¶517 ` ` ` 6¶382¶248¶639

有 形 固 定 資 産
（非 償 却 資 産）

土 地 77¶962¶988¶003 ` ` 77¶962¶988¶003 ` ` ` ` ` 77¶962¶988¶003

美術品・収蔵品 197¶912¶519 4¶760¶000 ` 202¶672¶519 ` ` ` ` ` 202¶672¶519

建 設 仮 勘 定 166¶393¶080 86¶509¶500 166¶393¶080 86¶509¶500 ` ` ` ` ` 86¶509¶500

計 78¶327¶293¶602 91¶269¶500 166¶393¶080 78¶252¶170¶022 ` ` ` ` ` 78¶252¶170¶022
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` 借入金及びa リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入れ又はリース取引を行った場
合に想定される利率で割り引いて算定する方法により算定している。

b 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい
る。

（資産除去債務）
１．資産除去債務の概要
当法人所有の建物における石綿障害予防規則等の規定に基づくアスベスト除去義務や研究機器等
におけるフロン回収・破壊法に基づくフロンガス除去義務等である。

２．資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を取得から４年～47年と見積もり、割引率は、0•397％～2•285％を使用して資産除

去債務の金額を計算している。
３．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 62¶289¶581

時の経過による調整額 1¶196¶784

資産除去債務の履行による減少額 � 2¶100¶157

G G G G G G G

期末残高 61¶386¶208

G G G G G G G（重要な後発事象）
該当なし
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